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( 1 ) ｢私的整理の研究 1」






























テ其旨ヲ公告スルコトヲ要ス」と規定し、旧民法 84条 4 号は、この義務
を懈怠した場合にも 50万円以下の過料に処するものと定めていた。











































その後の商法改正により、会社法制定直前の旧商法 (以下略) 430条 1
131(212)
項・124条 3項が、旧民法 81条を引用する形で、合名会社および株式会
社について清算人の破産申立義務を定め、旧商法 498条 1項 7号は 100万
円以下の過料の制裁を定めていた。




定められている (同法 976条 27号) が、会社法制定時にも、破産申立義
務の意義について格別の議論がなされた形跡はない。







































( 3 ) 岡松産太郎「民法理由」(有斐閣書房) 121 頁は、単に、「債務ヲ完済スル
能ハサル場合ノ處ニ於テハ営利的法人ト公益的法人トニヨリ区別アル可キ理
由ナキヲ以テ凡テ破産ノ手続ニ従フ可キモノト為ス」と説明している。














( 6 ) なお、判例上はもとより学説上も民法上の法人の理事の破産申立義務につ
いて議論されることがなかったことは、林良平編「注釈民法 (2)」260 頁以
下 (藤原弘道執筆部分)、林良平外編「新版注釈民法 (2)」436 頁以下 (藤
原弘道執筆部分) においても、立法理由等について何ら触れるところがない
ことからも推測できる。




















者の責任」(2011年) 近畿大学短大論集 44 巻 1 号 21 頁以下は、2008年ドイ














事情研究会) 332 頁は、実務においては、商事過料事件は、登記懈怠 (会社
976 条 1 号) と役員の選任懈怠 (同条 22 号) が殆どを占める」とするが、



























































填補責任の規定 (旧商法 192条、280条ノ 13、192条ノ 2、280条ノ 13ノ
2) がなくなり、発起人や募集株式引受人は出資の履行をしなければ失権




































































され、旧商法 168条の 4 により、株式会社は資本金 1000万円以上とされ、
なお、旧有限会社法 9条により、有限会社は資本金 300万円以上が必要と
なった。





(17) 最判昭和 57. 3. 30 民集 36 巻 3 号 484 頁参照




















































全員が同意している場合の同意配当 (破産法 208条) の手続と共に、簡易












































決定時の同時決定事項の任意化 (破産法 31条 2項)、債権者集会の招集の
任意化 (破産法 31条 4項) や、破産債権調査手続の合理化 (破産法 116
条 1項、117 条〜120条)、破産管財人の任務終了報告時の債権者集会の任



























(21) 四宮章夫「私的整理の研究 1」前掲 278 頁は、その様な場合、解散と同時
に清算結了と理解し、破産申立も不要であるとする考え方を示唆する。
(22) 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 1条 3 号によって、会
社法施行日である平成 18年 5月 1日をもって廃止された有限会社法 75条 1
項も、商法 124条 3項を介して旧民法 81条を引用し、清算人に対して破産
申立義務を課していた。




財団規模が 1000万円程度であること、 d債権者数が 100名程度までである



































































(28) 四宮章夫「私的整理における商取引債権の保護」前掲 690 頁以下参照
145(198)
Ⅵ 結 語
本稿では、先ず、今日我国の法人の役員については、清算人を除き、破
産申立義務を負担していないことを見てきた。そして、事業が破綻した法
人について、解散することなく役員の手で、任意整理の方法による清算手
続を遂行することは、法令の禁止するところではないことが確認できた。
次いで、現行法令が、債務超過の清算法人の清算人に対して、破産申立
義務を課していることを明らかにした上で、一定の範囲内においては、清
算人の義務が免除される余地があると考え、その要件についても考察した。
その考察の結果は、我国の社会・経済現象としての清算の実体に即した
ものであるように思うが、何分、清算人の破産等申立義務が一定の要件の
下で免除されるとする試論は、これまで他に発表されたことのない見解で
あるだけに、広く、読者の批判を請うところである。
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